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研究成果の概要（和文）：本研究では、スリランカ内戦（1983-2009 年）中のタミル・イーラム解放のトラ（LTTE）に
よる領域統治が地域の社会資本・制度に与えた影響について、データの構築や質問票調査を通じて分析・考察を行った
。政府軍と反乱軍との間の戦闘や内戦中の暴力は市民に対して様々な影響を及ぼしたが、これらに加えて反乱軍による
公共サービスの提供も市民のアイデンティティ形成や規範・価値観の変化に影響を及ぼす要因であることが明らかにさ
れた。

研究成果の概要（英文）：This research project has explored the impact of territorial control by the 
Liberation Tiger of Tamil Eelam (LTTE) on social capital and institutions in the Sri Lankan Civil War 
(1983-2009), through data analysis and questionnaire survey. Violence, including battles between 
government and rebel forces, had various repercussions on civilians. In addition, this research revealed 
that rebels’ provision of social services also influenced the formation of identity and the change in 
norms and values among civilians.
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キーワード： 内戦　社会資本・制度　スリランカ

  ２版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景  
通常、政治学における「領域」の概念は、
単一の政治単位において唯一絶対的な権力主
体が存在することを示唆し、主権概念の基礎
となるものである。また、そうした領域性は
国際関係や近隣社会など多様な分析レベルで
みられるものの、それが市民権や政治的アイ
デンティティを規定する性格をもつために、
国家主権と結び付けられて論じられることが
多かった。こうした議論の前提にあるのは、
ローカルな社会が常に国家による統治の枠内
に収まっているという理解である。しかしな
がら、内戦下ではそうした社会が反乱軍の支
配に置かれた結果として、国家主権の分裂状
態が生じることがある。 
本研究で取り上げるスリランカ内戦はそう
した特徴の顕著な事例である。政府軍、タミ
ル・イーラム解放のトラ（LTTE）の双方にと
って、自らの支配領域を獲得し、一般市民を
その支配下におさめることは、食料や武器な
どの補給だけでなく、戦闘などによって失わ
れた兵員の補充を可能にするという点で非常
に重要な意味を持っていた。このような目的
のために、政府のみならずLTTE 側も様々な領
域統治の体制を構築し、域内の市民に対する
支配を効率的に行おうとした。こうした統治
は、自らの領域内における市民の保護、治安・
秩序の維持、インフラの整備や教育等の公共
政策の実施といった事柄を含むため、規模こ
そ違えど国家による統治と同様の機能を持っ
ている。しかし一方で、LTTE と政府軍との間
の競争は、しばしばLTTE（そして政府軍）に
よる市民に対する暴力や強制的な動員・移住
を引き起こした。 
では、こうした主権の分裂状態下にある領
域統治は当該地域における社会経済関係―
人々の間の信頼関係の強さやアイデンティテ
ィの形成―にいかなる影響を及ぼしたのであ
ろうか。特にLTTE による統治の経験は、その
後の復興を含む平和構築に対してポジティブ
な影響をもつものなのであろうか。 
ローカルな社会資本・制度は、戦後復興や
開発に重要な影響を与えることが指摘されて
いる。本研究は、領域主権が分裂した社会に
おける軍事組織と社会の相互作用のプロセス
を理解することはもちろん、内戦の戦後社会
への長期的な影響を十分に理解し、それに対
する国家や国際組織、NGO 等による効果的な
平和構築政策を形成するためにも、必要だと
考える。 

 
２．研究の目的 
本研究では、内戦中にLTTE が支配領域を求
めた地域を特定し、その領域統治が市民の社
会資本・制度に及ぼした影響を明らかにする
ことを目的としている。LTTE は、自らの支配
地域において高度な行政システムを構築し市
民から体系的に徴税を行うだけでなく、保健、
教育、治安、司法、金融などの公共サービス
の提供を継続的に行っていたことが分かって

いる（Mampilly, 2011）。そこで本研究では
LTTEの軍事・政治拠点が築かれた場所及びそ
の領域支配の地理的範囲をDivisional 
Secretariat（全国25 県の下位行政区分）レ
ベルで経時的に特定しデータ化する。その上
で、そうした元LTTE の支配地域の住民を対象
にした質問票調査を実施し、社会資本やアイ
デンティティ、規範、社会経済制度がどのよ
うに変化したのかを明らかにする。その際に
特に重点を置くのは、反乱軍の領域統治がロ
ーカルな社会資本・制度の変化に及ぼした影
響である。 
 
３．研究の方法 
 本研究は次のように進められた。まず、先
行研究を参考に、理論枠組みや仮説の構築が
進められるとともに、そしてそれと並行しな
がら、内戦中における LTTE の軍事・政治拠
点が築かれた場所及びその領域支配の地理
的範囲に関する情報収集及びデータの構築
が行われた。そして、内戦中に LTTE の支配
領域にあった地域の住民の意識を明らかに
するために質問票調査を実施した。 
 
(1)内戦における領域統治とローカルな社会
資本・制度の関係に関する研究は未開拓の分
野である。特にスリランカ内戦における当該
テーマの理論的な考察を行った研究はこれま
でに例がないことから、事例に立脚しながら
も一般化しうる理論を考える必要があった。
文献調査では、スリランカに限らず、内戦事
例全般における反乱軍の領域統治と内戦後社
会における社会資本・制度に関する先行研究
を検討した。さらに、市民の意識や価値観な
どに関する先行研究に関しても、社会学や心
理学における文献を参照した。 
 
(2)内戦中におけるLTTE の軍事・政治拠点が
築かれた場所及びその領域支配の地理的範囲
に関する情報収集及びデータの構築に関して
は、オスロ国際平和研究所（PRIO）が作成し
ているThe Armed Conflict Location and 
Event Dataset（ACLED: 
http://www.acleddata.com/）（Raleigh, 
Linke, Hegre, and Karlsen, 2010）を参考に
した。ACLED は戦闘の発生地点や規模（死者
数）の情報に加えて、領域支配が確立された
場所に関する情報を収集しデータベース化し
ている。データ構築にあたっては、米国の報
道記事データベースであるLexisNexis など
で提供される新聞記事やラジオ放送原稿を主
な情報源とした。データの収集の結果、政府
軍と反乱軍との間の戦闘やLTTEの支配が及ん
でいた地域に関する幅広い情報を集めること
が出来た。 
 
(3)上記のデータ収集･構築の次段階として、
内戦中にLTTE の支配領域にあった地域の住
民に対する質問票調査を実施した。平成26 年
度前半には聴き取り対象地域の選定や質問票



の作成などの調査設計を行った。こうした設
計に基づき、北部州の住民424名に対する質問
票調査を実施した。この調査では対象者・地
域を絞るために、LTTE の強い支配下にあった
地域を選定して聴き取りを行うことになった。
主な質問内容は、内戦前・中・後における対
象者の居住地域、住民組織や活動の変化、民
軍関係、また各自の社会規範・価値観やアイ
デンティティに関する意識などである。 
 
４．研究成果 
 ここでは研究成果の一部として、スリラン
カ内戦の地理情報データと質問票調査の結
果を紹介する。 
 
(1)データからみる反乱軍の活動地域：戦闘 
 図 1は、政府軍と反乱軍との間で行われた
戦闘に関する時間的分布を示している。ここ
でいう「戦闘」とは、「特定の時点や場所に
おける二つの組織的な政治・軍事グループの
間での暴力の応酬」（Raleigh, Linke, and 
Dowd, 2014, p. 9）である。 
 
図 1 戦闘の時間的分布：1995 年 5月－2009
年 5月 

 

 
図が示す通り、政府軍と反乱軍との間の戦
闘は初段階のエスカレーション、一時的沈静
化、紛争状態の再発、停戦、といった周期的
傾向を持っていることが分かる。これらのこ
とから各戦闘イベントの間には時間的な依
存性があることが分かる。 
これに対して図2は戦闘の空間的依存性を
示している。内戦期間における戦闘は北部及
び東部に集中しており、反乱軍の活動が主に
これらの地域で行われていたことが窺える。 
データではこうした戦闘に関するイベン
トのコーディングが約1,200件収録されてい
るが、その他にも兵士のリクルートメントや
休戦・和平会議の開催などの非暴力イベント
に関する約600件のコーディングを行ってい
る。 
 
 
 

図 2 戦闘の空間的分布：1995 年 5 月－2009
年 5月 

1995 年 5月      2005 年 12 月 
－2001 年 12 月    －2009 年 5月 

 

(2)質問票調査の結果：社会関係、アイデン
ティティ、公共サービス 
 以下では、北部州における質問票調査の結
果の一部を報告する。図 3は、市民の間にお
ける信頼間に関する質問とその回答結果で
ある。「信頼できる人は少数しかいない」と
いう意見に参加するか否かを質問したとこ
ろ、これに同意すると答えた回答者が同意し
ないと答えた回答者を大きく上回った。 
 
図 3 「信頼できる人は少数しかいない」 

 

 
 図 4 は、「自らの民族集団にどの程度親近
感を抱いているか」という市民のアイデンテ
ィティに関する質問とその回答結果である。
回答者の多くはタミル人であるが、自らの民
族アイデンティティに親近感を抱いている
者の割合がそうでない者を上回っているこ
とが見て取れる。 
 図 5は、1995 年 4月から 2001 年 12 月の間
に「居住地域で実施された公共サービスのう
ち、自らの生活において最も重要であったも
のは何か」という質問に対する回答結果であ
る。 
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図 4 「自らの民族集団にどの程度親近感を
抱いているか」 

 

 
図 5 「居住地域で実施された公共サービス
のうち、自らの生活において最も重要であっ
たものは何か」 

 

 
図からは、医療、教育、建物の建設・修繕な
どが住民にとって重要であったと考えられ
ていることが分かった。 
 質問票調査では、上に挙げられたものの他
にも様々な項目の質問を行っている。今後は
これらの質問や回答を精査しながら、公共サ
ービス（提供者）の評価や内戦における経験
が規範意識や価値観、またアイデンティティ
にどのような影響を及ぼしていたのかに関
する詳細な分析を行う予定である。その際に
は、戦闘などに関するイベントデータをサー
ベイデータと組み合わせることで、個人レベ
ルの要因と構造レベルの要因を比べること
も想定している。 
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